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国内不動産の取得に関するお知らせ 

（インプレス武蔵小金井） 
 

トップリート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日、下記のとおり、国内不動産（以下「本物件」と

いいます。）の取得を行うことについて決定しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．取得の概要 

① 取 得 予 定 資 産 国内不動産 

② 資 産 名 称 インプレス武蔵小金井  

③ 取 得 予 定 価 格 1,223,400,000円 （注） 

④ 契 約 締 結 日 平成23年７月29日  

⑤ 取 得 予 定 日 平成23年８月12日  

⑥ 売 主 パンテオン地所株式会社 

⑦ 取 得 資 金 自己資金(予定) 

⑧ 決 済 方 法 引渡時一括  

(注) 取得予定価格は不動産売買契約書に記載される売買代金（消費税等相当額を除きます。）であり、取得

諸経費、固定資産税、都市計画税等を含みません。 

  

 なお、本投資法人は本物件取得後、同日付で本物件を信託財産とする不動産管理処分信託契約(以下

「本信託契約」といいます。)を締結する予定です。本信託契約の概要は以下の通りです。 

① 信 託 受 託 者 中央三井信託銀行株式会社(予定) 

② 信 託 契 約 期 間 平成23年８月12日から平成33年８月12日(予定) 

 

2．取得の理由 

本投資法人の規約に定める投資方針に基づき本物件を取得します。本物件の取得の判断にあたっては、

最寄り駅までの距離、都心部へのアクセスの良さ、生活利便施設の充実、安定したテナントニーズ、高い商品

性を特に評価しました。詳細については、以下の通りです。 

① 立 地 ・ 本物件は JR 中央線「武蔵小金井」駅から徒歩約４分に立地し、同駅より主要ターミ

ナル駅である「新宿」駅までのアクセスは約20分程度と、交通利便性に優れている

こと。 

・ 「武蔵小金井」駅北口には西友を始めとする商業施設が集積しており、また同駅

南口では平成 21 年に再開発事業が完了し、イトーヨーカドーを始めとする商業施

設が新たにオープンしたほか、市民交流センター等の公益施設も整備され、生活

利便施設が充実していること。 

・ 本物件が存する小金井エリアには、東京農工大学、法政大学、亜細亜大学等の

複数の大学のキャンパスがあり、都心部へ通勤するサラリーマン層のニーズに加

え、大学関係者のニーズも見込めること。 

② 建 物 ・ 本物件の住戸プランは単身者向け 1K を中心に小家族向け 2DK までのタイプで

構成されており、多様なニーズを取り込むことができること。 



 

・ 本物件は平成 20 年６月竣工と築年数も浅く、洗面台・トイレともに独立に設置され

ているほか、全戸に浴室乾燥機が完備されている等、商品性においても高い訴求

力を備えていること。 

 

 3．取得予定資産の内容 

不動産の内容 

所 在 地 
（地   番）東京都小金井市中町四丁目 1420 番１ 

（住居表示）東京都小金井市中町四丁目 14 番 18 号 

交 通 JR 中央線「武蔵小金井」駅 徒歩約４分 

用 途 共同住宅・店舗 

構 造 ・ 階 数 鉄筋コンクリート造陸屋根 10 階建 

土地 760.85 ㎡ 
面   積 

建物 2,471.30 ㎡ （延床面積） 

土地 所有権 
所有形態 

建物 区分所有権(注１) 

竣 工 年 月 平成 20 年６月 

設 計 者 株式会社シンヤ設計 

施 工 者 飛島建設株式会社 

構 造 計 算 者 有限会社東京構築設計事務所 

建 築 確 認 機 関 株式会社都市居住評価センター 

総 戸 数 67 戸(住戸：66 戸・店舗１戸) 

賃 貸 可 能 面 積 2,056.41 ㎡  

賃 貸 戸 数 63 戸(住戸： 63 戸・店舗０戸) (平成 23 年６月末時点) 

賃 貸 面 積 1,905.97 ㎡(平成 23 年６月末時点) 

稼 働 率 92.7％(住宅：95.3％・店舗：０％) (平成 23 年６月末時点)  

テ ナ ン ト の 総 数 １社（注２） 

取 得 予 定 価 格 1,223,400 千円 

鑑 定 評 価 額 

1,270,000 千円 

（一般財団法人日本不動産研究所／平成 23 年７月１日時点）  

（概要は、参考資料１をご参照ください。） 

地  震  P  M  L 
6.4％（株式会社イー・アール・エス、応用アール・エム・エス株式会社作成の平

成 23 年７月 19 日付の地震リスク分析 詳細分析報告書に基づきます。） 

担 保 設 定 の有 無 無 

Ｐ Ｍ 会 社(予定） 株式会社東急コミュニティー（注２） 

特 記 事 項 ・ 本物件と本物件北側都市計画道路（小金井都市計画道路3.4.3号線）との

官民境界査定が未了となっています。 

・ 「所在地」（住居表示を除きます。）、「用途」、「構造・階数」、「面積」、「（延床面積）」、「竣工年月」につい

ては、登記簿上の表示をもとに記載しています。 

(注１) 一棟の建物すべての区分所有権を取得する予定です。 

(注２) 平成23年８月12日付で信託受託者と株式会社東急コミュニティーとの間でマスターリース兼プロパテ

ィ・マネジメント契約を締結する予定です。テナントの総数についてはマスターリース兼プロパティ・マネ

ジメント契約締結後の数値を記載しています。 

 

4．賃貸借の概要(締結予定のマスターリース兼プロパティ・マネジメント契約の概要) 

テ ナ ン ト 名 株式会社東急コミュニティー  

業 種 管理業、賃貸業、工事業、その他 

契 約 種 類 普通借家契約 

契 約 期 間 平成 23 年８月 12 日から平成 25 年３月 31 日 

賃 貸 面 積 2,056.41 ㎡ 

年 間 賃 料 81,180,000 円(注１) 

敷 金 ・ 保 証 金 等 13,913,000 円(注２) 

 



 

（注１）平成23年６月末時点のエンドテナントとの賃貸借契約に基づき月額賃料に12 を乗じた金額を記載し

ております。なお、年間賃料には駐車場等にかかる金額は含みません。 

（注２）平成 23 年６月末時点のエンドテナントとの賃貸借契約に表示された敷金・保証金等を記載しておりま

す。なお、敷金・保証金等には駐車場等にかかる金額を含みません。  

（※) 平成 23 年８月 12 日付締結予定のマスターリース兼プロパティ・マネジメント契約に基づき、本物件取

得後、株式会社東急コミュニティーが本物件を信託受託者から一括して賃借し、マスターリース会社と

してエンドテナントに転貸する予定です。なお、この賃貸借は、エンドテナントの支払賃料がマスターリ

ース会社の支払う賃料とされるいわゆるパス・スルー型のマスターリースです。 

 

5．取得先の概要 

（１） 名 称 パンテオン地所株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区岩本町一丁目４番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 髙橋 博年 

（４） 事 業 内 容 不動産業 

（５） 出 資 総 額 3,000 万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 11 年２月２日 

（７） 
純 資 産 

取得先より開示することにつき同意を得られていないため開示することがで

きません。 

（８） 
総 資 産 

取得先より開示することにつき同意を得られていないため開示することがで

きません。 

（９） 
大株主及び持株比率 

取得先より開示することにつき同意を得られていないため開示することがで

きません。 

（１０） 投資法人・資産運用会社と当該会社の関係 

 

 

 

 

資 本 関 係 

本投資法人・資産運用会社と当該会社との間には、記載すべき資本関係は

ありません。また、本投資法人・資産運用会社の関係者及び関係会社と当該

会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありません。

 

 

 

 

人 的 関 係 

本投資法人・資産運用会社と当該会社との間には、記載すべき人的関係は

ありません。また、本投資法人・資産運用会社の関係者及び関係会社と当該

会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はありません。

 

 

 

 

取 引 関 係 

本投資法人・資産運用会社と当該会社との間には、記載すべき取引関係は

ありません。また、本投資法人・資産運用会社の関係者及び関係会社と当該

会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はありません。

 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、本投資法人・資産運用会社の関連当事者には該当しません。

また、当該会社の関係者及び関係会社は、本投資法人・資産運用会社の関

連当事者には該当しません。 

(注)平成 23 年６月 30 日時点の数値を記載しています。 

 

6．物件取得者等の状況  

本物件は、本投資法人・資産運用会社と特別な利害関係にある者からの取得ではありません。 

 

7．利害関係者との取引  

該当する事項はありません。 

 

8．媒介の概要  

（１）媒介者の概要 

① 名 称 中央三井信託銀行株式会社 

② 所 在 地 東京都港区芝三丁目 33 番１号 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長  奥野  順 

④ 事 業 内 容 
銀行業、信託業、金融商品取引業（登録金融機関業務として認められてい

るものに限る） 

 



 

⑤ 資 本 金 3,996 億円（平成 23 年３月 31 日現在） 

⑥ 設 立 年 月 日 昭和 37 年５月 

⑦ 投資法人・資産運用会社 

と 当 該 会 社 の 関 係 

 

当該会社は、本投資法人・資産運用会社の関連当事者には該当しません。

また、当該会社の関係者及び関係会社は、本投資法人・資産運用会社の関

連当事者には該当しません。 

 

（２）媒介手数料等の内訳及び額 

手 数 料  
媒介者より開示することにつき同意を得られていないため開示することができ

ません。  

 

9．取得の日程 

取 得 決 定 日 平成 23 年７月 29 日 

取 得 契 約 締 結 日 平成 23 年７月 29 日 

代 金 支 払 日 平成 23 年８月 12 日（予定） 

物 件 引 渡 日 平成 23 年８月 12 日（予定） 

 

10．運用状況の見通し  

本物件の取得による本投資法人の平成23年10月期（第11期：平成23年５月１日～平成23年10月31日）及び平

成24年４月期（第12期：平成23年11月１日～平成24年４月30日）の運用状況への影響は軽微であり、平成23年6

月14日付の平成23年４月期決算短信で公表した運用状況の見通しに修正はありません。 

以 上  

＜添付資料＞ 

参考資料１ 不動産鑑定評価書の概要及びエンジニアリングレポートの概要  

参考資料２ 本物件の想定収支 

参考資料３ 外観写真及び位置図  

参考資料４ 本物件取得後のポートフォリオ一覧  

 

※ 本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会  

※ 本投資法人のホームページアドレス：http:// www.top-reｉt.co.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考資料 1 不動産鑑定評価書の概要及びエンジニアリングレポートの概要 

不動産鑑定評価書の概要 

不動産鑑定機関 一般財団法人日本不動産研究所 

価格時点 平成 23 年７月１日  

鑑定評価額    1,270,000 千円  

直接還元法による収益価格 1,280,000 千円  

賃貸純収益（NOＩ） 71,624 千円  

標準化純収益（NCF） 70,181 千円  

還元利回り 5.5%  

DCF 法による収益価格 1,260,000 千円  

期間収益割引率 5.3％  

最終還元利回り 5.7％  

積算価格 1,180,000 千円  

土地比率 43.4％  

建物比率 56.6％  

特性 

本物件は「武蔵小金井」駅の徒歩５分圏にあり、また、商業施設等の生活利便施

設への接近性も優れていることから、周辺地域の中では人気が高く、良好な立地

条件を有している。また、本物件は築後約３年の主に単身者向けの賃貸マンショ

ンで、建物品等・設備面において需要者の同種物件に求める水準を満たしてお

り、周辺類似の賃貸マンションと比べて市場競争力は相応に高い。 

 

エンジニアリングレポートの概要 

建物状況調査 

調査業者 東京海上日動リスクコンサルティング 

株式会社 

調査年月 平成 23 年７月  

早期修繕費 ０千円  

長期修繕費 3,688 千円  

建物地震リスク調査  

調査業者 株式会社イー・アール・エス 

応用アール・エム・エス株式会社 

調査年月 平成 23 年７月  

PML 6.4%  

再調達価格 547,300 千円  

特記事項 

本物件の土地について、「調査対象地に土壌汚染が存在する可能性は低いと評

価する」旨の報告を受けています。 

・早期修繕費とは、エンジニアリングレポートに基づく緊急修繕費及び短期修繕費（１年以内に必要とな

る修繕に係る費用をいいます。）の合計額を記載しています。 

・長期修繕費とは、エンジニアリングレポートに基づく長期修繕費用予測の今後 20 年間の年平均額を千

円未満を四捨五入して記載しています。 

 

構造計算書耐震関連事項評価報告書の概要 

調査業者       東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 

調査年月 平成 23 年７月 

調査結果 

 

「本評価の範囲では、設計者の故意により構造計算書の改ざん

が行われている疑いは認められず、また構造設計に関して、建

築基準法及び同施行令等の耐震上の規定に概ね適合した設計

がなされていると判断する」旨の報告を受けています。 

 



 

参考資料 2 本物件の想定収支 

 

想定賃貸事業収入(年間) 90,772 千円 

想定賃貸事業費用(年間) 18,186 千円 

想定 NOI(年間) 72,586 千円 

 

想定収支の前提 

上記の数値は、取得時の不動産鑑定評価書に記載された DCF 法における初年度の運営収益を想定

賃貸事業収入、運営費用を想定賃貸事業費用とし、その差額を想定 NOI として記載しております。（来

期の予想数値ではありません。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考資料 3 外観写真及び位置図 

（1）外観写真 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

参考資料 4 本物件取得後のポートフォリオ一覧 

 

用途 地域 不動産等の名称 取得(予定) 投資比率

      価格(百万円) 

(注 1) 

（％） 

(注 2) 

オフィスビル 東京都心部 日本電気本社ビル 41,950 23.8

    晴海アイランドトリトンスクエア 33,000   18.7

    オフィスタワーY  

    晴海アイランドトリトンスクエア 20,000   11.3

    オフィスタワーＺ  

    神田錦町三丁目ビルディング 12,700 7.2

    赤坂王子ビル 9,660     5.5

    芝公園ビル 5,770     3.3

    神田パークプラザ 5,156     2.9

  東京周辺都市部 ファーレイーストビル 2,091     1.2

  関西圏 日鉄本町ビル 1,100     0.6

  小計（９物件）   131,427   74.6

商業施設 東京周辺都市部 相模原ショッピングセンター 12,000     6.8

    イトーヨーカドー東習志野店 8,900     5.0

    武蔵浦和ショッピングスクエア 4,335     2.5

  小計（３物件）   25,235   14.3

住宅 東京周辺都市部 深沢ハウスＨＩ棟 10,635     6.0

    エコロジー豊洲プロセンチュリー 5,160     2.9

    インプレス武蔵小金井 1,223    0.7

  小計（３物件）   17,018     9.7

その他 東京都心部 OAK PLAZA（オークプラザ） 2,590     1.5

  小計（１物件）   2,590     1.5

合計（16 物件）     176,270   100.0

(注１)取得（予定）価格は、取得予定資産を含む各資産の取得に係る不動産売買契約書又は信託受益権譲渡契

約書等に記載された売買代金（本体価格）を記載しています。 

(注２)投資比率は、取得（予定）価格総額に対する各物件・各用途毎の比率を、小数点第２位を四捨五入して記

載しています。 

 

 


